
 

平成15年3月期 個別財務諸表の概要        平成15年5月22日 
 
 
上 場 会 社 名        株式会社アトム 上場取引所  東・名 
コ ー ド 番 号        7412 本社所在都道府県  愛知県 

（ＵＲＬ ｈｔｔｐ://ｗｗｗ．ａｔｏｍ－ｃｏｒｐ．ｃｏ．ｊｐ/） 

代 表 者 役職名 代表取締役社長 氏名 佐々木 正時 
問合せ先責任者 役職名 専務取締役 氏名 白井  更征  ＴＥＬ(052)702-7500 
決算取締役会開催日 平成 15 年 5 月 22 日 中間配当制度の有無 有 

定時株主総会開催日 平成 15 年 6 月 27 日 単元株制度採用の有無 有（１単元 100 株） 

 

１．平成 15 年 3 月期の業績（平成 14 年 4 月 1日～平成 15 年 3 月 31 日） 
（１）経営成績                                （百万円未満切捨） 

 売 上 高     営業利益 経常利益 

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

      百万円   ％
 25,027 0.3 
 24,955 3.6 

      百万円   ％
 406 3.0 
 394 △57.8 

      百万円   ％
 538 1.2 
 532 △55.6 

 
 

当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜 在 株 式 調 整 後          

１株当たり当期純利益

株 主 資 本      

当期純利益率

総 資 本      

経常利益率 

売上高 

経常利益率

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円  ％ 
 126 △43.9 
 224 △49.6 

円  銭
 10 97 
 21 63 

円  銭
 10 20 
 18 35 

    ％ 
 1.6 
 2.8 

    ％ 
 3.0 
 3.1 

    ％
 2.2 
 2.1 

(注)①期中平均株式数  15 年 3 月期  10,459,783 株  14 年 3 月期  10,390,050 株 
  ②会計処理の方法の変更   無 
  ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

（２）配当状況 

１株当たり年間配当金             配当金総額 株主資本  

 中 間 期 末 （年間） 
配当性向 

配当率 
 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

円  銭 
 15 00 
 15 00 

円  銭
 7 50 
 8 50 

円  銭
 7 50 
 6 50 

百万円
 156 
 156 

％ 
 136.7 
 69.8 

％
 2.0 
 2.0 

 
（３）財政状態 
 総 資 産     株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円 
 18,760 
 17,396 

百万円
 7,824 
 7,871 

％ 
 41.7 
 45.2 

円   銭
 747 13 
 752 44 

(注)①期末発行済株式数  15 年 3 月期  10,457,837 株  14 年 3 月期  10,461,267 株 
  ②期末自己株式数   15 年 3 月期      4,359 株  14 年 3 月期      929 株 

 

２．平成 16 年 3 月期の業績予想（平成 15 年 4 月 1 日～平成 16 年 3 月 31 日) 

1 株 当たり年間配当金              
売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 
中 間 期 
通   期 

百万円 
 14,527 
 28,896 

百万円
 350 
 658 

百万円
 153 
 295 

円  銭
 7 50 
    － 

円  銭 
    －  
 7 50 

円  銭
    － 
 15 00

(参考)1 株当たり予想当期純利益（通期） 28 円 21 銭 

 ※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な

要因によって予想数値と異なる可能性があります。 
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６．個別財務諸表等 
 
（１）貸借対照表                                     （単位：百万円） 

当 事 業 年 度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前 事 業 年 度 
（平成１４年３月３１日現在） 比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 

（ 資 産 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 資 産         
 １．現 金 及 び 預 金         
 ２．売 掛 金         
 ３．有 価 証 券         
 ４．商 品         
 ５．原 材 料         
 ６．貯 蔵 品         
 ７．前 払 費 用 
 ８．繰 延 税 金 資 産 
９．未 収 入 金 
１０．短 期 貸 付 金 
１１．従業員に対する短期貸付金  
１２．そ の 他         
１３．貸 倒 引 当 金         

 
 
 
 

１，８３９ 
２４８ 
９ 
０ 
１３２ 
１７ 
１１２ 
４６ 
２００ 
６６ 
２ 
７ 
△２８ 

％  
 
 
 

１，７０８ 
２２９ 
－ 
０ 
１２０ 
１７ 
９６ 
２３ 
１７７ 
６１ 
４ 
０ 
△１３ 

％  
 
 
 

１３０ 
１８ 
９ 
△０ 
１１ 
０ 
１６ 
２２ 
２２ 
５ 
△２ 
７ 
△１５ 

流 動 資 産 合 計             
 
Ⅱ．固 定 資 産         
 １．有 形 固 定 資 産         
 （１）建 物        
 （２）構 築 物        
 （３）車輌及び運搬具 
 （４）器具及び備品        
 （５）土 地        
 （６）建 設 仮 勘 定        

２，６５４ 
 
 
 

６，９４９ 
１，２９８ 
７ 
４８２ 
１，３０５ 
１７８ 

１４．１ ２，４２６ 
 
 
 

６，０５７ 
１，２２７ 
５ 
４２８ 
１，３２０ 
４０７ 

１３．９ ２２７ 
 
 
 

８９１ 
７１ 
１ 
５４ 
△１４ 
△２２８ 

有 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ２．無 形 固 定 資 産         
 （１）営 業 権        
 （２）借 地 権        
 （３）ソフトウェア        
 （４）権 利 金        
 （５）電 話 加 入 権        
 （６）水道施設利用権 

１０，２２２ 
 
 
６４ 
５３ 
３２ 
３６ 
３７ 
３４ 

５４．５ ９，４４６ 
 
 
５１ 
３５ 
５１ 
６０ 
３７ 
３１ 

５４．３ ７７５ 
 
 
１３ 
１７ 
△１９ 
△２４ 
△０ 
２ 

無 形 固 定 資 産 合 計             
 
 ３．投資その他の資産 
 （１）投資有価証券        
 （２）関係会社株式        
 （３）出 資 金        
 （４）長 期 貸 付 金        
 （５）従業員に対する長期貸付金 
 （６）破 産 債 権 等 
 （７）長期前払費用        
 （８）繰延税金資産 
 （９）敷 金 保 証 金 
（１０）保 険 積 立 金 
（１１）会 員 権 
（１２）店舗賃借仮勘定 
（１３）そ の 他        
（１４）貸 倒 引 当 金        

２５９ 
 
 

６１４ 
４５４ 
３ 
１９１ 
４３ 
６０ 
１７３ 
２１６ 
３，５８８ 
１２３ 
１０７ 
１５６ 
１１ 
△１２２ 

１．４ ２６９ 
 
 

７８２ 
１８４ 
３ 
１７６ 
４６ 
１８３ 
１７５ 
２２３ 
３，３１６ 
１０８ 
１０７ 
１５１ 
６ 

△２１１ 

１．６ △１０ 
 
 

△１６８ 
２７０ 
－ 
１５ 
△３ 
△１２２ 
△１ 
△６ 
２７１ 
１５ 
△０ 
５ 
５ 
８９ 

投資その他の資産合計             ５，６２３ ３０．０ ５，２５３ ３０．２ ３７０ 
固 定 資 産 合 計             １６，１０５ ８５．９ １４，９７０ ８６．１ １，１３５ 
資 産 合 計             １８，７６０ １００．０ １７，３９６ １００．０ １，３６３ 
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                                             （単位：百万円） 
当 事 業 年 度 

（平成１５年３月３１日現在） 
前 事 業 年 度 

（平成１４年３月３１日現在） 比較増減 期   別

 
科   目 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 

 
 
（ 負 債 の 部 ）             
Ⅰ．流 動 負 債         
 １．買 掛 金         
 ２．１年内償還予定の社債 
３．１年内償還予定 の転換社 債 
 ４．短 期 借 入 金         
 ５．１年内返済予定の長期借入金 
 ６．未 払 金         
 ７．未 払 費 用         
 ８．未 払 法 人 税 等         
 ９．未 払 消 費 税 等         
１０．前 受 金         
１１．預 り 金         
１２．前 受 収 益         
１３．賞 与 引 当 金         

 
 
 
 

９４２ 
２４０ 
９０ 
３００ 
１，８７０ 
８５５ 
６８ 
９３ 
１８ 
３０ 
１２６ 
６０ 
６４ 

％ 
 

 
 
 
 

９４５ 
－ 
－ 
１００ 
１，３５１ 
７１５ 
６５ 
１１ 
８５ 
２６ 
７４ 
２８ 
６８ 

％  
 
 
 

△ ２ 
２４０ 
９０ 
２００ 
５１９ 
１３９ 
２ 
８１ 
△６７ 
４ 
５１ 
３２ 
△３ 

流 動 負 債 合 計             
 
Ⅱ．固 定 負 債         
 １．社 債 
 ２．転 換 社 債         
 ３．長 期 借 入 金         
 ４．退職給付引当金 
 ５．役員退職慰労引当金 
 ６．長 期 未 払 金 
 ７．長 期 前 受 収 益 
 ８．預 り 保 証 金  

４，７６１ 
 
 

１，１４０ 
－ 

４，４４４ 
１０８ 
１８３ 
３５ 
１１８ 
１４２ 

２５．４ ３，４７３ 
 
 
－ 

２，９３５ 
２，６３９ 
９６ 
１８２ 
４８ 
０ 
１５０ 

２０．０ １，２８８ 
 
 

１，１４０ 
△２，９３５ 
１，８０５ 
１２ 
１ 
△１２ 
１１８ 
△７ 

固 定 負 債 合 計             ６，１７３ ３２．９ ６，０５２ ３４．８ １２１ 
１０，９３５ ５８．３ ９，５２５ ５４．８ １，４１０ 負 債 合 計             

 
（ 資 本 の 部 ）             
Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 準 備 金         
Ⅲ．利 益 準 備 金         
Ⅳ．そ の 他 剰 余 金         
 １．任 意 積 立 金         
   別 途 積 立 金         
 ２．当期未処分利益         

 
 
－ 
－ 
－ 

 
 
－ 
－ 

 
 
― 
― 
― 

 

 
 

２，３５３ 
２，５４９ 
１６２ 

 
 

２，５５０ 
３１２ 

 
 

１３．５ 
１４．６ 
０．９ 

 
 

△２，３５３ 
△２，５４９ 
△１６２ 

 
 

△２，５５０ 
△３１２ 

そ の 他 剰 余 金 合 計             － ― ２，８６２ １６．５ △２，８６２ 
Ⅴ．その他有価証券評価差額金 － ― △５４ △０．３ ５４ 
Ⅵ．自 己 株 式         － ― △１ △０．０ １ 
資 本 合 計             － ― ７，８７１ ４５．２ △７，８７１ 
Ⅰ．資 本 金         
Ⅱ．資 本 剰 余 金 
１．資 本 準 備 金 

２，３５３ 
 

２，５４９ 

１２．５ 
 
 

－ 
 
－ 

― ２，３５３ 
 

２，５４９ 
資 本 剰 余 金 合 計 
Ⅲ．利 益 剰 余 金 
１．利 益 準 備 金 
２．任 意 積 立 金 
（１）別 途 積 立 金 
３．当期未処分利益 

２，５４９ 
 

１６２ 
 

２，６５０ 
１８１ 

１３．６ 
 
 

－ 
 
－ 

 
－ 
－ 

― ２，５４９ 
 

１６２ 
 

２，６５０ 
１８１ 

利 益 剰 余 金 合 計 
Ⅳ．その他有価証券評価差額金  
Ⅴ．自 己 株 式 

２，９９３ 
△ ６５ 
△ ５ 

１６．０ 
△０．４ 
△０．０ 

－ 
－ 
－ 

― 
― 
― 

２，９９３ 
△ ６５ 
△ ５ 

資 本 合 計             ７，８２４ ４１．７ － ― ７，８２４ 
負 債 及 び 資 本 合 計 １８，７６０ １００．０ １７，３９６ １００．０ １，３６３ 
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（２）損益計算書                                     （単位：百万円） 

当 事 業 年 度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前 事 業 年 度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅰ．売 上 高         
Ⅱ．売 上 原 価         

 
２５，０２７ 
１０，１５９ 

％ 
１００．０ 
４０．６ 

 
２４，９５５ 
１０，３５９ 

％ 
１００．０ 
４１．５ 

 
７２ 
△２００ 

 売 上 総 利 益           
 
Ⅲ．販売費及び一般管理費 
 １．販 売 手 数 料         
 ２．広 告 宣 伝 費         
 ３．役 員 報 酬         
 ４．従業員給料手当及び賞与 
 ５．賞与引当金繰入額 
 ６．そ の 他 人 件 費 
 ７．退 職 給 付 費 用         
 ８．役員退職慰労引当金繰入額 
 ９．法 定 福 利 費         
１０．福 利 厚 生 費         
１１．水 道 光 熱 費         
１２．消 耗 品 費         
１３．旅 費 交 通 費         
１４．衛 生 費         
１５．租 税 公 課         
１６．賃 借 料         
１７．減 価 償 却 費         
１８．貸倒引当金繰入額 
１９．そ の 他 

１４，８６８ 
 
 

２，７１８ 
３０２ 
１０７ 
１，３６７ 
６２ 

２，２５９ 
３４ 
１３ 
２５５ 
２４７ 
１，００７ 
５７１ 
３９ 
４５３ 
１０４ 
２，７０２ 
１，２５１ 
４８ 
９１６ 

５９．４ １４，５９５ 
 
 

１，９６０ 
２２４ 
１３１ 
１，６１０ 
６５ 

２，７３１ 
１６ 
１３ 
２７３ 
２９３ 
９８９ 
５３３ 
５０ 
４９２ 
９６ 

２，６１０ 
１，２０１ 
３７ 
８６９ 

５８．５ ２７２ 
 
 

７５７ 
７８ 
△２３ 
△２４３ 
△３ 
△４７１ 
１７ 
△０ 
△１８ 
△４５ 
１７ 
３７ 
△１１ 
△３９ 
８ 
９２ 
５０ 
１０ 
４６ 

販売費及び一般管理費合計 １４，４６２ ５７．８ １４，２０１ ５６．９ ２６０ 
 営 業 利 益           ４０６ １．６ ３９４ １．６ １１ 
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                                             （単位：百万円） 

当 事 業 年 度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前 事 業 年 度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別

 
 
科   目 金   額 百分比 金   額 百分比 金   額 

 
Ⅳ．営 業 外 収 益         
 １．受 取 利 息         
 ２．有 価 証 券 利 息         
 ３．受 取 配 当 金         
 ４．手 数 料 収 入         
 ５．不動産賃貸収入         
 ６．営業権売却収入         
 ７．そ の 他 

 
 
２１ 
０ 
５ 
１０７ 
３０３ 
４８ 
５９ 

％  
 
２３ 
０ 
４ 
７６ 
２５８ 
６２ 
４２ 

％  
 
△２ 
△０ 
０ 
３１ 
４５ 
△１３ 
１６ 

営 業 外 収 益 合 計             ５４６ ２．２ ４６７ １．８ ７８ 
 
Ⅴ．営 業 外 費 用         
 １．支 払 利 息         
 ２．社 債 利 息         
 ３．不動産賃貸原価         
 ４．自己株式売却損         
 ５．会 員 権 評 価 損         
 ６．貸倒引当金繰入額 
 ７．社 債 発 行 費 
 ８．そ の 他 

 
 
６７ 
６ 
２８６ 
－ 
０ 
６ 
２９ 
１５ 

  
 
６１ 
３ 
２４６ 
４ 
１ 
－ 
－ 
１０ 

  
 
６ 
３ 
３９ 
△４ 
△１ 
６ 
２９ 
４ 

営 業 外 費 用 合 計             ４１３ １．６ ３２９ １．３ ８４ 
 経 常 利 益           
 
Ⅵ．特 別 利 益         
 １．固定資産売却益 
 ２．投資有価証券売却益 
 ３．移 転 補 償 金 

５３８ 
 
 
７ 
２ 
９７ 

２．２ ５３２ 
 
 
－ 
１９ 
－ 

２．１ ６ 
 
 
７ 
△１７ 
９７ 

特 別 利 益 合 計             
 
Ⅶ．特 別 損 失         
 １．固定資産売却損         
 ２．固定資産除却損         
 ３．投資有価証券評価損 
 ４．会 員 権 評 価 損         
 ５．貸倒引当金繰入額 
 ６．社 債 償 還 損         
 ７．賃借契約解約損 
 ８．債 務 保 証 損 失 

１０６ 
 
 
０ 
４２ 
１７０ 
－ 
－ 
７３ 
２３ 
６ 

０．４ １９ 
 
 
－ 
８ 
３９ 
９ 
３１ 
０ 
－ 
－ 

０．１ ８６ 
 
 
０ 
３３ 
１３０ 
△９ 
△３１ 
７３ 
２３ 
６ 

特 別 損 失 合 計             ３１７ １．３ ８８ ０．３ ２２８ 
税引前当期純利益           
法人税、住民税及び事業税 
法 人 税 等 調 整 額           

３２７ 
２１０ 
△８ 

１．３ 
０．８ 
△０．０ 

４６２ 
２３９ 
△１ 

１．９ 
１．０ 
△０．０ 

△１３４ 
△２９ 
△７ 

１２６ 
１３３ 
７８ 

０．５ ２２４ 
１７７ 
８８ 

０．９ △９８ 
△４３ 
△１０ 

当 期 純 利 益           
前 期 繰 越 利 益           
中 間 配 当 額           
当 期 未 処 分 利 益           １８１  ３１２  △１３１ 
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（３）利益処分案                                     （単位：百万円） 

当 事 業 年 度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前 事 業 年 度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

比較増減 
 

期   別 

 
 
科   目 金   額 金   額 金   額 

 
当 期 未 処 分 利 益                
これを次のとおり処分いたします。 
利 益 配 当 金                

 
 
 
役 員 賞 与 金                
（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ）                
別 途 積 立 金                
次 期 繰 越 利 益                

 
     １８１ 
 
      ７８ 
１株につき７円５０銭 
 （普通配当７円５０銭） 
 
      １１ 
     （ １） 

   － 
      ９１ 

 
     ３１２ 
 
      ６７ 
１株につき６円５０銭 
 （普通配当６円５０銭） 
 
      １１ 
     （ １） 
     １００ 
     １３３ 

 
△１３１ 

 
１０ 

 
 
 
－ 
（ －） 
△１００ 
△４２ 

 
 （４）重要な会計方針 
    １．有価証券の評価基準及び評価方法 
      満期保有目的の債券              償却原価法（定額法）を採用しております。 
      子会社及び関連会社株式   移動平均法による原価法を採用しております。 
      そ の 他 有 価 証 券            
       時価のあるもの      決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 
       時価のないもの      移動平均法による原価法を採用しております。 
      
    ２．たな卸資産の評価基準及び評価方法 
      商品・原材料・貯蔵品    最終仕入原価法を採用しております。 
 
    ３．固定資産の減価償却の方法 
 有 形 固 定 資 産 定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法）を採用しております。 
               なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。 
                建 物          １０～３４年 
                構 築 物          １０～２０年 
                器具及び備品     ３～１０年 
無 形 固 定 資 産 定額法を採用しております。 

                    なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。 
長 期 前 払 費 用 定額法を採用しております。 

 
    ４．繰延資産の処理方法 

社 債 発 行 費  支出時に全額費用として処理しております。 
 
    ５．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金          売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、

回収不能見込額を計上しております。 
賞 与 引 当 金          従業員の賞与の支給に充てるため、賞与支給実績を基に、当事業年度分を計

上しております。 
退 職 給 付 引 当 金          従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込

額に基づき計上しております。 
数理計算上の差異は、翌事業年度に一括処理することとしております。 

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 
                   
    ６．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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７．ヘッジ会計の方法 
ヘ ッ ジ 会 計 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しております。 
ヘッジ手段とヘッジ対象   ヘッジ手段   金利スワップ 
              ヘッジ対象   借 入 金       
ヘ ッ ジ 方 針              金利リスク低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 
有 効 性 評 価 の 方 法              金利スワップについて特例処理を採用しているため、有効性の評価を省略し

ております。 
 
８．消費税等の処理方法 

       消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 
    ９．自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成１４年４月１日以

後に適用されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準によっております。これによる当事業

年度の損益に与える影響はありません。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部については、改正後の財

務諸表等規則により作成しております。 
１０．１株当たり情報 
「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成１４年４月１日以後開始する事業年度に係

る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準及び適用指針によっており

ます。 
注 記 事 項 
 （貸借対照表関係） 

当 事 業 年 度 
（平成１５年３月３１日現在） 

前 事 業 年 度 
（平成１４年３月３１日現在） 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ７，３６８百万円 
２．担保に供している資産 
  建 物       ９４百万円 
  土 地       ９５９百万円 
  投資有価証券 ２９３百万円 
     計 １，３４７百万円 
 上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
  長期借入金       １，４４９百万円 
  （１年内返済予定分を含む） 
  有価証券              ９百万円 
  投資有価証券 １４百万円 
    計              ２４百万円 
 上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。 
 
３．授権株式数等 
  会社が発行する株式の総数 ２７，７００，０００株 
  発行済株式の総数          １０，４６２，１９６株 
   
 
 
 
４．保証債務 
 １，５５１百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 
 ６，２０５百万円 
２．担保に供している資産 
  建 物       １０７百万円 
  土 地       ９７３百万円 
  投資有価証券 ３８９百万円 
     計 １，４７１百万円 
 上記資産は下記の債務の担保に供しております。 
  長期借入金       １，５２１百万円 
  （１年内返済予定分を含む） 
  投資有価証券 １９百万円 
 上記を前払式証票の規制等に関する法律に基づき供

託しております。 
 
 
 
３．授権株式数等 
  会社が発行する株式の総数 ２７，７００，０００株 
  発行済株式の総数          １０，４６２，１９６株 
  当期中の増加株式数 
   平成13年5月18日付 株式分割（1：1.05） 
   発行株式数 498,199株（額面普通株式） 
 
４．保証債務 

１，４９４百万円 
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 （損益計算書関係）   

当 事 業 年 度 
平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前 事 業 年 度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

 

１．固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 
   土地               ７百万円  

２．移転補償金の内容は次のとおりであります。 
   一般国道改築による建物移転料等 ９７百万円 
３．固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
   車輌及び運搬具          ０百万円  

４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
  建 物          ２４百万円 
  構 築 物        ２百万円  

  器具及び備品        ３百万円 
  水道施設利用権           ０百万円  

  店舗賃借仮勘定 １１百万円 
     計 ４２百万円 
５．賃借契約解約損の内容は次のとおりであります。 
  権利金               ０百万円 
  敷金保証金 １９百万円  

  中途解約金 ３百万円 
       計 ２３百万円 
 

１．         －          
 
２．         －          
 
３．         －          
 
４．固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
  構 築 物        ４百万円 
  車輌及び運搬具 １百万円 
  器具及び備品        ２百万円 
  権 利 金        ０百万円 
     計 ８百万円 
 
５．         －          
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 （リース取引関係） 
当 事 業 年 度 

平成１４年４月 １日から 
平成１５年３月３１日まで 

前 事 業 年 度 
平成１３年４月 １日から 
平成１４年３月３１日まで 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 
  取得価額相当額 
   建 物        ４６３百万円  

   車輌及び運搬具 ３９百万円 
   器具及び備品        ３，２０２百万円 
   ソフトウェア        ２８百万円 
      計 ３，７３３百万円 
  減価償却累計額相当額 
   建 物        ３７百万円 
   車輌及び運搬具 ２２百万円 
   器具及び備品        １，６０１百万円 
   ソフトウェア        １２百万円 
      計 １，６７２百万円 
  期末残高相当額 
   建 物        ４２６百万円 
   車輌及び運搬具 １７百万円 
   器具及び備品        １，６０１百万円 
   ソフトウェア        １５百万円 
      計 ２，０６０百万円 
（２）未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 内 ６１２百万円 
   １ 年 超 １，５２２百万円 
     計 ２，１３５百万円 
（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額 
  支 払 リ ー ス 料         ７０３百万円 
  減価償却費相当額 ６１５百万円 
  支払利息相当額         ９２百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 
（５）利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 
２．オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 
   １ 年 内 １３１百万円 
   １ 年 超 １，２２９百万円 
     計 １，３６１百万円 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額

相当額および期末残高相当額 
  取得価額相当額 
   建 物        ２１９百万円  

   車輌及び運搬具 ３９百万円 
   器具及び備品        ２，７８８百万円 
   ソフトウェア        ２１百万円 
      計 ３，０６９百万円 
  減価償却累計額相当額 
   建 物        １８百万円 
   車輌及び運搬具 １５百万円 
   器具及び備品        １，４０６百万円 
   ソフトウェア        １２百万円 
      計 １，４５３百万円 
  期末残高相当額 
   建 物        ２００百万円 
   車輌及び運搬具 ２４百万円 
   器具及び備品        １，３８１百万円 
   ソフトウェア        ９百万円 
      計 １，６１６百万円 
（２）未経過リース料期末残高相当額 
   １ 年 内 ５２１百万円 
   １ 年 超 １，１６２百万円 
     計 １，６８４百万円 
（３）支払リース料、減価償却費相当額および支払利

息相当額 
  支 払 リ ー ス 料         ６６３百万円 
  減価償却費相当額 ５８３百万円 
  支払利息相当額         ８５百万円 
（４）減価償却費相当額の算定方法 

同左 
 

（５）利息相当額の算定方法 
同左 

 
 

２．オペレーティング・リース取引 
 未経過リース料 
   １ 年 内 １３１百万円 
   １ 年 超 １，３５６百万円 
     計 １，４８７百万円 

（有価証券関係） 
   当事業年度（自 平成１４年４月１日 至 平成１５年３月３１日）及び前事業年度（自 平成１３年４月１日 

至 平成１４年３月３１日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（税効果会計関係） 
当 事 業 年 度 

（平成１５年３月３１日現在） 
前 事 業 年 度 

（平成１４年３月３１日現在） 
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  
 繰延税金資産 
  役員退職慰労引当金 ７３百万円 
  貸 倒 引 当 金          ４７百万円 
  その他有価証券評価差額金 ４６百万円 
  退 職 給 付 引 当 金          ３７百万円 
  賞 与 引 当 金                 ２２百万円 
  会 員 権 評 価 損          １５百万円 
  そ  の  他                 ２７百万円 
  繰延税金資産小計       ２６９百万円 
  評 価 性 引 当 額        △６百万円 
  繰延税金資産合計   ２６３百万円 
  繰延税金負債合計         －百万円  
  繰延税金資産の純額       ２６３百万円 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
（単位：％） 

 法定実効税率 ４１．５ 
  （調  整） 
 法人住民税均等割額 １１．６ 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ５．９ 
 税率変更による期末繰延税金資産の減額修正           ２．０ 
 そ の 他                    ０．５ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ６１．５ 
３．地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律
第９号）が平成15年３月31日に公布されたことに
伴い、当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計

算（ただし、平成16年４月１日以降解消が見込ま
れるものに限る）に使用した法定実効税率は、前

期の41.5％から40.0％に変更されております。そ
の結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金

額を控除した金額）が６百万減少し、当期に計上

された法人税等調整額が同額増加しております。 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因

別の内訳 
  
 繰延税金資産 
  役員退職慰労引当金 ７５百万円 
  貸 倒 引 当 金          ５８百万円 
  その他有価証券評価差額金 ３８百万円 
  退 職 給 付 引 当 金          ３１百万円 
  賞 与 引 当 金                 １７百万円 
  会 員 権 評 価 損          １６百万円 
  そ  の  他                 ８百万円 
  繰延税金資産合計   ２４６百万円 
  繰延税金負債合計         －百万円 
  繰延税金資産の純額       ２４６百万円 
 
 
 
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負

担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の

原因となった主要な項目別の内訳 
（単位：％） 

 法定実効税率 ４１．５ 
  （調  整） 
 法人住民税均等割額 ７．４ 
 交際費等永久に損金に算入されない項目 ３．０ 
 そ の 他                   △０．５ 
 税効果会計適用後の法人税等の負担率 ５１．４ 
 
３．          － 

 
７．役員の異動 
 １．代表者の異動 
    該当事項はありません。 
 ２．その他役員の異動  
 （１）新任取締役候補 
     菅野 尚武（現 関東事業部長） 
 （２）退任予定取締役 
     白井 更征（現 専務取締役）  当社 相談役に就任予定 

 
  
 



平成１５年３月期 決算発表 個別（参考資料） 
平成 15年 5月 22日 
株式会社アトム 

１．経営成績  対前期増減率 
 

売 上 高 250億 27百万円 0.3％ （14期連続増収） 
営 業 利 益 4億 06百万円 3.0％ （２期ぶり増益） 
経 常 利 益 5億 38百万円 1.2％ （３期ぶり増益） 
当 期 純 利 益 １億 26百万円 △43.9％ （３期連続減益） 

２．配当状況    
中 間 7円 50銭 普通配当  
期 末 7円 50銭 普通配当  
年 間 15円 00銭 普通配当   配当性向 136.7％ 

３．財政状態    
総 資 産 187億 60百万円   
株 主 資 本 78億 24百万円   
株 主 資 本 比 率 41.7％   
１株当たり株主資本 747円 13銭   

４．会計処理の方法の変更   

   該当事項はありません。   

５．次期の業績予想  
対前期増減率  

中間期 売 上 高 145億 27百万円 15.4％  
 営 業 利 益 3億 67百万円 93.5％  
 経 常 利 益 3億 50百万円 23.3％  
 当期純利益 1億 53百万円 69.7％  
通 期 売 上 高 288億 96百万円 15.5％  
 営 業 利 益 6億 93百万円 70.6％  

 経 常 利 益 6億 58百万円 22.2％  
 当期純利益 2億 95百万円 134.0％  

 増収増益の見込みであります。 

６．部門別販売実績  対前期増減率 構成比  

す し 部 門 98億 45百万円 △0.7％ 39.3％  
レストラン部門 138億 51百万円 1.2％ 55.4％  
食 材 部 門 10億 48百万円 △5.5％ 4.2％  
そ の 他 2億 81百万円 14.6％ 1.1％  

 合  計 250億 27百万円 0.3％ 100.0％   

７．設備投資     
当 期 実 績 25億 80百万円    
次 期 計 画 13億 50百万円    

８．過去５年間の経営成績   (単位：百万円) 
  15年 3月期 14年 3月期 13年 3月期 12年 3月期 11年 3月期 
 売 上 高 25,027 24,955 24,086 21,505 19,553 
 営 業 利 益 406 394 934 907 1,099 
 経 常 利 益 538 532 1,199 1,211 1,182 
 当期純利益 126 224 446 588 488 
 (注)過去最高金額 売 上 高 25,027百万円 （平成 15年 3月期）  
  営 業 利 益 1,099百万円 （平成 11年 3月期）  
  経 常 利 益 1,211百万円 （平成 12年 3月期）  
  当 期 純 利 益 588百万円 （平成 12年 3月期）  

 


